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支　　　　出

11,176,562,000 69,831,000 0 0 0 11,246,393,000

11,098,903,000 69,831,000 0 0 0 11,168,734,000

75,357,000 0 0 0 0 75,357,000

302,000 0 0 0 0 302,000

2,000,000 0 0 0 0 2,000,000

　　第１項　医  業   費  用

小　　　計

　　第３項　特  別   損  失

　　予　　   　　算   　　　　額

地方公営企業
法 第 24 条 第 ３
項 の 規 定 に
よ る 支 出 額

　　第４項　予　   備　   費

区　　　　分

当初予算額 補正予算額

第１款　病 院 事 業 費 用

　　第２項　医 業 外 費 用

現金の支出を伴わない経費については、地方公営企業法施行令第18条第5項ただし書の規定により、支出

予備費
支出額

流　 用
増減額

収　　　　入

10,573,852,000 13,120,000 0

9,820,680,000 0 0

752,870,000 13,120,000 0

302,000 0 0　　第３項　特  別   利  益

（１）　収益的収入及び支出

令和７年度三次市

予　       　算       　　額

　　第１項　医  業   収  益

　　第２項　医 業 外 収 益

第１款　病 院 事 業 収 益

区　　　　分

当初予算額 補正予算額
地 方 公営 企 業 法 第 24条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る
支出額に係る財源充当額
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( 単位 ： 円 ）

仮払消費税及び地方消費税

0 11,246,393,000 10,987,505,506 0 258,887,494 471,836,118

0 11,168,734,000 10,895,887,525 0 272,846,475 471,836,118

0 75,357,000 75,595,902 0 △ 238,902 0

0 302,000 16,022,079 0 △ 15,720,079 0

0 2,000,000 0 0 2,000,000 0

地方公営企業
法 第 26 条 第 ２
項 の 規 定 に
よ る 繰 越 額

決　　算　　額

の予算額を超えて又は支出の予算がなくても執行できることから、不用額欄がマイナスとなっている。

地方公営企業
法 第26条 第２
項 の 規 定 に
よ る 繰 越 額

不　用　額 備　　　　考

合　　　　計

( 単位 : 円 ）

仮受消費税及び地方消費税

10,586,972,000 10,325,146,740 △ 261,825,260 36,881,831

9,820,680,000 9,453,379,635 △ 367,300,365 34,418,614

765,990,000 861,272,377 95,282,377 2,463,217

302,000 10,494,728 10,192,728 0

決　　算　　額

病院事業決算報告書

予算額に比べ
決算額の増減

備         考

合　　　　計

2



（２）　資本的収入及び支出

収　　　入

420,951,000 671,912,000 1,092,863,000 0

297,900,000 0 297,900,000 0

2,750,000 0 2,750,000 0

120,300,000 0 120,300,000 0

1,000 0 1,000 0

0 671,912,000 671,912,000 0

　　第３項　負 　担　 金

小　　　　計
区　　　　分

当初予算額

予  　　   　　算　     　　　額

補正予算額

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額に係る
財 源 充 当 額

　　第５項　出資金

　　第２項　補 　助　 金

第１款　資 本 的 収 入

　　第１項　企 　業 　債

　　第４項　長期貸付金

支　　　出

866,523,000 0 0 0 866,523,000 0 0

506,781,000 0 0 0 506,781,000 0 0

346,742,000 0 0 0 346,742,000 0 0

12,000,000 0 0 0 12,000,000 0 0

1,000,000 0 0 0 1,000,000 0 0
　　第４項　予　 備 　費

区　　　　分

当初予算額 補正予算額

第１款　資 本 的 支 出

　　第１項　建設改良費

　　第２項　企業債償還金

小　　　計

予　　   　　算　　   　　額

　　第３項　長期貸付金

継続費
逓 次
繰越額

予 備 費
支 出 額

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
の 規 定 に よ
る 繰 越 額

流 用
増 減 額
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( 単位 ： 円 ）

仮受消費税及び地方消費税

0 1,092,863,000 1,080,272,000 △ 12,591,000 0

0 297,900,000 284,900,000 △ 13,000,000 0

0 2,750,000 5,962,000 3,212,000 0

0 120,300,000 116,500,000 △ 3,800,000 0

0 1,000 998,000 997,000 0

0 671,912,000 671,912,000 0 0

決　　算　　額
予算額に比べ
決算額の増減

備　   　　　考
合　　　　計

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

( 単位 ： 円 ）

仮払消費税及び地方消費税

866,523,000 816,074,164 0 0 0 50,448,836 41,384,470

506,781,000 459,732,706 0 0 0 47,048,294 41,384,470

346,742,000 346,741,458 0 0 0 542 0

12,000,000 9,600,000 0 0 0 2,400,000 0

1,000,000 0 0 0 0 1,000,000 0

　

備　　　　考

翌年度繰越額

地方公営企業法
第26条の規定に
よ る 繰 越 額

継続費
逓 次
繰越額

合　　計

決　　算　　額 不　用　額

合　　　　計
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令和７年度三次市

（令和７年４月１日から

1

(1) 入 院 収 益 5,710,524,062

(2) 外 来 収 益 3,283,158,214

(3) そ の 他 医 業 収 益 425,278,745 9,418,961,021

2

(1) 給 与 費 5,066,417,700

(2) 材 料 費 3,000,403,692

(3) 経 費 1,680,878,102

(4) 減 価 償 却 費 627,179,356

(5) 資 産 減 耗 費 6,643,978

(6) 研 究 研 修 費 42,741,389 10,424,264,217

医 業 利 益 △ 1,005,303,196

3

(1) 受 取 利 息 配 当 金 30,410,717

(2) 補 助 金 181,042,850

(3) 負 担 金 交 付 金 354,780,000

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 264,842,287

(5) そ の 他 医 業 外 収 益 27,733,306

(6) 雑 収 益 5,530 858,814,690

医 業 収 益

医 業 外 収 益

医 業 費 用
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病院事業損益計算書

令和８年３月３１日まで）

（ 単位 ： 円 ）

4

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

9,804,428

(2) 雑 損 失 6,000,000

(3) 雑 支 出 496,292,677 512,097,105 346,717,585

経 常 利 益 △ 658,585,611

5

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 10,494,728 10,494,728

6

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 16,022,079 16,022,079 △ 5,527,351

当年度純利益（△は純損失） △ 664,112,962

前年度繰越利益剰余金 2,761,429,936

当年度未処分利益剰余金 2,097,316,974

医 業 外 費 用

特 別 損 失

特 別 利 益
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令和７年度三次市

(令和７年４月１日から

　 　剰　　余　　金

資　本　剰　余　金　

建設改良補助金 焼却炉負担金 他会計補助金

4,784,175,631 115,504,270 852,530 13,980,000

0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0

4,784,175,631 115,504,270 852,530 13,980,000

671,912,000 0 0 0

671,912,000 0 0 0

0 0 0 0

5,456,087,631 115,504,270 852,530 13,980,000

令和７年度三次市

区　分 資　本　金

前年度末残高

前年度処分額

処分後残高

当年度変動額

一般会計出資金の受入

当年度純利益

当年度末残高

区　分 資　　本　　金

当年度末残高 5,456,087,631

議会の議決による処分額 0

減債積立金の積立 0

建設改良積立金の積立 0

処分後残高
5,456,087,631
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病院事業剰余金計算書

令和８年３月３１日まで)

(単位：円)

資本剰余金合計 減債積立金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

130,336,800 48,355,000 2,761,429,936 2,809,784,936 7,724,297,367

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

(繰越利益剰余金)

130,336,800 48,355,000 2,761,429,936 2,809,784,936 7,724,297,367

0 0 △ 664,112,962 △ 664,112,962 7,799,038

0 0 0 0 671,912,000

0 0 △ 664,112,962 △ 664,112,962 △ 664,112,962

(当年度未処分利益剰余金)

130,336,800 48,355,000 2,097,316,974 2,145,671,974 7,732,096,405

病院事業剰余金処分計算書

(単位：円)

資本合計利　益　剰　余　金

2,097,316,974

資本剰余金 未処分利益剰余金

130,336,800 2,097,316,974

0 0

0 0

0 0

(繰越利益剰余金)

130,336,800
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令和７年度三次市

（令和８年

1

(1)

イ 土 地 1,007,515,965

ロ 建 物 7,053,281,784

同 減価償却累計額 △ 4,881,059,619 2,172,222,165

ハ 建 物 附 属 設 備 4,830,323,020

同 減価償却累計額 △ 4,313,566,459 516,756,561

ニ 構 築 物 459,136,137

同 減価償却累計額 △ 419,018,378 40,117,759

ホ 器 械 及 び 備 品 5,415,304,778

同 減価償却累計額 △ 3,599,886,422 1,815,418,356

へ 車 両 運 搬 具 53,544,442

同 減価償却累計額 △ 40,266,100 13,278,342

ト リ ー ス 資 産 100,788,668

同 減価償却累計額 △ 53,166,381 47,622,287

チ 建 設 仮 勘 定 252,723,274

5,865,654,709

(2)

イ 投 資 有 価 証 券 4,400,000,000

ロ 長 期 定 期 預 金 300,000,000

ハ 長 期 貸 付 金 18,674,000

4,718,674,000

10,584,328,709

2

(1) 1,472,179,965

(2) 1,638,623,915

貸 倒 引 当 金 △ 11,673,753 1,626,950,162

(3) 135,900,399

(4) 625,900

3,235,656,426

13,819,985,135

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

前 払 費 用

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

投資その他の資産合計

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 産 の 部
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病院事業貸借対照表

３月３１日）

（ 単位 ： 円 ）

3

(1)

イ
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

1,095,146,010

1,095,146,010

(2) 32,634,240

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,519,959,270

ロ 修 繕 引 当 金 313,540,930

1,833,500,200

2,961,280,450

4

(1)

イ
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

362,173,063

362,173,063

(2) 12,423,747

(3) 738,670,705

(4) 16,858,935

(5)

イ 賞 与 引 当 金 349,383,000

349,383,000

1,479,509,450

5

4,754,119,100

1,647,098,830

6,087,888,730

6 5,456,087,631

7

(1)

イ 建 設 改 良 補 助 金 115,504,270

ロ 焼 却 炉 負 担 金 852,530

ハ 他 会 計 補 助 金 13,980,000

130,336,800

(2)

イ 減 債 積 立 金 48,355,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 2,097,316,974

2,145,671,974

2,276,008,774

7,732,096,405

13,819,985,135

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 の 部
資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

未 払 金

預 り 金

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

企 業 債 合 計

△ 3,107,020,270

負 債 の 部

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計
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重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的債券　　償却原価法（定額法）

たな卸資産の評価基準及び評価方法

・

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法

定額法

・ 主な耐用年数

建物

建物附属設備

構築物

器械及び備品

車両運搬具

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　なお，リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については，引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

・

賞与引当金

・

貸倒引当金

・

修繕引当金

・

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

⑵

①

～

なお、リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については、引き続き
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

４０ 年

④

1

⑴

①

②

４ １８

令和７年度三次市病院事業注記表

年

１８ ～ ４７ 年

４ ～ ２０ 年

②

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計
上している。

年

６ ～

５ ～ ６

⑶

①

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額
に相当する金額(1,519,959,270円)を計上している。

事務職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職
給付引当金は計上していない。
（なお、一般会計が負担すると見込まれる額は167,962,673円）

②

③

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるた
め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り
崩すこととしている。

⑷
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その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて

賞与引当金の目的使用による取り崩しについて

修繕引当金の目的使用による取り崩しについて⑶

当年度において、建物及び医療機器等の修繕に係る費用を支出するため、修繕引当金
26,459,070円を取り崩した。

⑴

⑵

2

当年度において、退職手当を支給するため、退職給付引当金213,093,029円を取り崩した。

当年度において、期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給するため、
賞与引当金325,189,000円を取り崩した。
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